
科　目

年 金 給 付
一 時 金 給 付
移 換 金
運 用 報 酬 等
業 務 委 託 費
指定年金数理人費
拠 出 金
運 用 損 失

数理債務増加額
最低責任準備金増加額
別途積立金積増金

当年度剰余金
計

決算額

２５，９９５
１１２，９０４
６３，１２９
１６，７４６
８，７４４
７１３
８

１８５，７６４

１７，１００
１００，６１９
５２，８９９

５８４，６２１

●損益計算書（平成22年4月1日～平成23年3月31日）　
費用勘定

（千円）

科　目

掛 金 収 入
政 府 負 担 金
運 用 収 益
雑 収 入

数理債務減少額
最低責任準備金減少額

当年度不足金
計

決算額

２９４，１６７
１，６４０
１２，５６５
７，８５１

０
０

２６８，３９８
５８４，６２１

収益勘定
科　目

現金・預貯金
未 収 掛 金
未収政府負担金
信 託 資 産
保 険 資 産

繰 越 不 足 金
当年度不足金

計

決算額

９，８９５
８，７４９
３４２

８２５，３８７
３，９３９，３５９

０
２６８，３９８

５，０５２，１３０

●貸借対照表
資産勘定

（千円）

科　目

未払運用報酬等
未 払 給 付 費
未 払 移 換 金

数 理 債 務
最低責任準備金

当年度剰余金
別 途 積 立 金

計

決算額

１，８５５
１６，５２２
１４，４９９

１，９３１，２４７
２，９８８，９５６

０
９９，０５１

５，０５２，１３０

負債勘定

科　目
事 務 費
雑 支 出
当年度剰余金

計

決算額
９，０２７
２７０
２，０３５
１１，３３２

●損益計算書
費用勘定

（千円）

科　目
掛 金 収 入
雑 収 入

計

決算額
１１，２８８

４４

１１，３３２

収益勘定
科　目

現金・預貯金
未収事務費掛金

計

決算額
７１，４７７
８９９

７２，３７６

資産勘定
科　目

繰 越 剰 余 金
当年度剰余金

計

決算額
７０，３４１
２，０３５

７２，３７６

負債勘定
●貸借対照表 （千円）

●加入員に関する事項
　基本部分　2,004人（男性343人、女性1,661人）
　加算部分　1,502人（男性331人、女性1,171人）
●平均給与に関する事項
　基本部分　249,747円（男性372,875円、女性224,320円）
　加算部分　150,348円（男性242,961円、女性124,169円）
●平均年齢　31.8歳（男性43.2歳、女性29.4歳）
　増加加入員数　316人（男性10人、女性306人）
　減少加入員数　401人（男性17人、女性384人）

平
成
22
年
度

決
算
の
お
知
ら
せ

「
代
行
返
上
」及
び
新「
確
定
給
付
企
業
年
金
基
金
」に
関
す
る
報
告
の
承
認
に
つ
い
て

業務経理

年金経理

●年金及び一時金給付に関する事項
　年金　　　　　　　　68人　25,995千円（男性33人、女性35人）
　受給待期脱退者数　660人（男性149人、女性511人）
●中途脱退者に関する事項
　中途脱退者移換金　332人　63,129千円
●予定利率　　　　　　5.5％
●時価ベース利回り　▲3.64％
●基本標準掛金率　2.9％　数理上　1.744％
●免除保険料率　　2.9%
●加算標準掛金率　3.9%　数理上　3.902％

（
１
）
今
後
の
代
行
返
上
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

に
つ
い
て

２
０
１
１
年
９
月
末
日
過
去
分
の
代

行
返
上
の
申
請
書
を
近
畿
厚
生
局
へ

提
出

２
０
１
１
年
12
月
1
日
過
去
分
の
代

行
返
上
の
認
可
を
承
認
頂
く

（
２
）「
確
定
給
付
企
業
年
金
基
金
」へ
移
行

に
伴
う
規
約
の
変
更
に
つ
い
て

新
し
い
企
業
年
金
基
金
の
規
約
は
基

本
的
に
ジ
ャ
ヴ
ァ
厚
生
年
金
基
金
の

規
約
に
基
づ
い
て
作
成
し
ま
す
が
、

一
部
変
更
し
ま
す
。そ
の
箇
所
を
報

告
致
し
ま
す
。

・
代
議
員
会
の
定
数
は
16
名
よ
り
14
名

に
変
更
し
ま
す
。（
健
保
組
合
と
同
数

に
し
ま
す
）

・
代
議
員
会
は
毎
年
2
月
、
9
月
を
2

月
、7
月
と
変
更
し
ま
す
。

・
休
職
期
間
の
取
り
扱
い
は
、
一
旦
脱

退
と
な
り
再
加
入
処
理
と
し
ま
す
。

（
３
）「
確
定
給
付
企
業
年
金
基
金
」へ
移
行

に
伴
う
会
計
規
定
の
変
更
に
つ
い
て

企
業
年
金
基
金
へ
の
移
行
に
あ
た
り

加
入
対
象
者
は
加
算
適
用
者
だ
け
に

な
り
ま
す
の
で
、
加
入
員
総
数
は
厚

生
年
金
基
金
時
の
約
2
、
1
0
0
名

よ
り
約
1
、5
0
0
名
と
減
少
、こ
れ

に
よ
り
業
務
量
も
減
り
ま
す
。よ
っ

て
、
健
保
よ
り
毎
月
請
求
さ
れ
て
い

る
給
料
及
び
事
務
所
費
等
の
基
金
負

担
割
合
を
、
来
年
度（
平
成
24
年
度
）

よ
り
3
割
か
ら
2
割
に
引
き
下
げ
る

事
に
致
し
ま
す
。ま
た
、事
務
費
の
単

価（
一
人
当
た
り
4
5
0
円
）は
据
え

置
き
と
し
ま
す
。

（
４
）「
確
定
給
付
企
業
年
金
基
金
」に
お
い

て
の
運
用
方
針
に
つ
い
て

年
金
を
扱
う
に
は
、
長
期
的
な
視
野

に
立
っ
た
運
用
を
行
う
必
要
が
あ
り

ま
す
。ま
た
新
基
金
で
の
予
定
利
率

は
２
・
０
％
で
す
。こ
う
い
っ
た
状

況
を
踏
ま
え
、
運
用
は
基
本
的
に
保

守
的
な
運
用
を
中
心
に
行
う
こ
と
と

致
し
ま
す
。

こ
の
た
め
当
初
の
フ
ァ
ン
ド
は
、
生

命
保
険
の「
一
般
勘
定
」（
特
徴
＝
１
・

2
5
％
確
定
＋
配
当
金
）
を
選
択
致

し
ま
す
。

ま
た
、
総
資
産
は
厚
生
年
金
基
金
に

比
べ
、
約
3
分
の
１
に
減
少
し
ま
す
。

こ
の
た
め
委
託
会
社
数
に
つ
い
て
も

現
行
の
3
社
か
ら
2
社
へ
と
変
更
致

し
ま
す
。

委
託
会
社

日
本
生
命
保
険

第
一
生
命
保
険

三
菱
U
F
J
信
託
銀
行

【
現
行
】厚
生
年
金
基
金

　
％

　
％

　
％

【
新
】企
業
年
金
基
金

　
％

　
％

・・・

20 40 40

40 60

委
託
会
社
と
そ
の
シ
ェ
ア
割
合

1.経常収支

2.数理的評価の変動

3.基本金

1.純資産

2.負債の数理的評価

3.基本金

決算の基礎となった数値

（
１
）運
用
状
況
に
つ
い
て

　
平
成
22
年
度
の
年
金
資
産
の
運
用
状
況

は
、
期
中
で
は
ギ
リ
シ
ャ
問
題
等
が
起
こ

り
、
為
替
は
円
高
に
向
か
い
、
国
内
株
は

低
下
と
、
厳
し
い
状
況
で
推
移
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
11
月
下
旬
に
日
本
生
命
と
第
一

生
命
の
特
別
勘
定
を
一
般
勘
定
へ
移
行
し

ま
し
た
の
で
、
最
終
の
運
用
率
は
、
日
本

生
命
▲
3
・
7
7
％
、
第
一
生
命
▲
4
・

1
5
％
、
三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
▲
1
・

7
9
％
と
、
全
体
と
し
て
は
▲
3
・

6
4
％
と
な
り
、
金
額
と
し
て
は
▲

1
7
3
、
1
9
9
千
円
の
損
失
と
な
り
ま

し
た
。

（
2
）年
金
経
理
に
つ
い
て

　
収
入
総
額
は
3
0
3
、
6
5
8
千
円
、

支
出
総
額
は
4
0
1
、
4
3
8
千
円
。

　
主
な
収
入
の
内
訳
と
し
ま
し
て
は
、
掛

金
収
入
（
2
9
4
、
1
6
7
千
円
）。

　
主
な
支
出
の
内
訳
と
し
ま
し
て
は
、
年

金
給
付
費
（
2
5
、
9
9
5
千
円
）、一
時

金
給
付
費
（
1
1
2
、
9
0
4
千
円
）、

10
年
未
満
退
社
の
企
業
年
金
連
合
会
へ
の

移
換
金
（
6
3
、
1
2
9
千
円
）、運
用
損

失
（
1
7
3
、
1
9
9
千
円
）。

　
年
度
末
資
産
は
4
、
7
6
4
、
7
4
6

千
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
数
理
債
務
は
1
、
9
3
1
、
2
4
7
千

円
、
最
低
責
任
準
備
金
は
2
、
9
8
8
、

9
5
6
千
円
と
な
り
、
当
年
度
不
足
金
は

2
6
8
、
3
9
8
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

（
３
）財
政
検
証
に
つ
い
て

　
基
金
で
は
毎
年
度
の
決
算
時
に
、
純
資

産
額
と
基
金
で
積
み
立
て
て
お
く
べ
き
必

要
な
額
と
を
比
較
検
証
し
、
厚
生
労
働
省

に
報
告
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
本
年
は
非
継
続
基
準
Ｂ
に
お
い
て
基
準

値
の
0
・
9
を
下
回
り
ま
し
た
。
し
か
し

過
去
3
年
間
に
お
い
て
2
カ
年
以
上
基
準

を
満
た
し
て
い
る
た
め
、
年
金
財
政
に
つ

い
て
は
掛
金
を
引
き
上
る
必
要
は
ご
ざ
い

ま
せ
ん
。

委託先

日本生命（特別勘定）

第一生命（特別勘定）

日本生命（一般勘定）

第一生命（一般勘定）

三 菱 ＵＦＪ信 託

計

期末資産

0

0

2,185,938,931

1,753,420,056

825,387,292

4,764,746,279

シェア

0

0

45.7

36.6

17.7

100.0

総合収益

－92,280,853

－78,685,396

7,948,906

4,616,019

－14,797,367

－173,198,691

修正総合利回り

－7.86

－6.74

0.75

0.75

－1.79

－3.64

委託先別運用結果（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

日経平均株価

新発10年国債

ＮＹダウ

米国10年債

円/ドル

運用結果

市場指標と運用結果（過去5年）

平成18年度

17,288

1.65

12,354

4.65

118.07

239,502,864

平成19年度

12,526

1.28

12,263

3.43

99.53

－662,224,289

平成20年度

8,109

1.35

7,608

2.67

98.77

－948,973,639

平成21年度

11,089

1.39

10,856

3.84

93.44

655,066,243

平成22年度

9,755

1.25

12,320

3.45

82.88

－173,198,691

（補足）純資産とは現在積み立てられている年金資産のこと。そして、数理債務とはプラスアルファ部分
の債務、最低責任準備金とは代行部分の債務であり、合計の給付債務は将来支給する年金のために準備
しておかなければならない資産額のことです。

（
４
）業
務
経
理
に
つ
い
て

　
業
務
経
理
に
つ
い
て
、収
入
は
1
1
、

3
3
2
千
円
、
支
出
は
事
務
費
等
9
、

2
9
7
千
円
で
、2
、0
3
5
千
円
の
剰
余

と
な
り
ま
し
た
。結
果
、年
度
末
の
繰
越
剰

余
金
は
7
2
、3
7
6
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

①継続基準による財政検証（純資産＋許容繰越不足金）÷責任準備金が1以上）
純資産額　　　　4,750,855千円
許容繰越不足金　1,278,153千円
責任準備金　　　4,920,202千円

（4,750,855＋1,278,153）÷4,920,202＝1.22
②非継続基準による財政検証（Ａ・純資産÷最低責任準備金が1.05以上かつ

Ｂ・純資産÷最低積立基準額が0.90以上）
　当年度の最低積立基準額算定用の利率：2.380％（30年国債応募者利回りの直近5年平均）
　　純資産額　　　　4,750,855千円
　　最低責任準備金　2,984,789千円
　　最低積立基準額　5,482,641千円
　Ａ　4,750,855÷2,984,789＝1.59
　Ｂ　4,750,855÷5,482,641＝0.86

（過去3年間の実績）
Ｈ21年度
1.62
0.91

Ｈ20年度
1.38
0.80

Ｈ19年度
1.76
0.97


